
平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛福祉総務課・市民協働推進課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 市民参加と協働の推進 単位 23,550 24,250 21,460 13,840 22,890 24,340 24,600

施策(小項目） 市民参加とコミュニティ形成 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 単位 人数 302 302 302 314 314 314 314

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。795,142 889,916

177,631

974,940

指数

840,394

635,927 737,604

237,336 2.06

期待度

159,215 41

順位

142,404

712,285 697,990

711

●　地域福祉を推進する上で、孤立死の予防や高齢者の生活不安への対応などに、町内会・自治会のコミュニ
ティ活動やNPO・ボランティアなどの市民活動の役割への期待が高まっています。

●　市民のライフスタイルや価値観が多様化する中、市民が主役のきめ細かなまちづくりの推進が多岐にわたる分野で
求められています。また、市民がさまざまな活動を通して地域社会を取り巻く多くの課題に自主的に取り組んでいこう
とする意識が高まっています。市民活動支援センターでは、まちづくりに参加している市民活動団体への支援を実施し
ていますが、今後、多くの市民がまちづくりに参加できる仕組みを構築していく必要があります。

　協働の第一歩となるまちづくりへの市民参加を進めるため、その意識啓発や機会づくり、情報提供などを行
います。また、社会貢献しようとする市民の自主的・自発的な活動を支援するため、その拠点として市民活動
支援センターを有効活用していきます。また、身近な町内会・自治会などでのコミュニティ活動の促進により
参加の輪を広げていきます。

●　地域ごとに町内会・自治会を中心とするコミュニティ組織が形成されており、環境美化や防災・防犯、青
少年の健全育成など、さまざまな面で積極的な活動をしています。一方で、少子化や価値観の多様化により、
加入者・参加者が減少する地域もあり、十分な活動ができないという問題も生じています。今後はより参加し
やすい機会・条件の整備が必要です。

福祉総務課

市民協働推
進課

主な取組内容やコメントなど

各地区で、独自の行事を実施
している

平成25年度に定数を見直し
た。

民生委員定数
(単年)

実績指標名 指標の説明（計算式）

参加者総数
(単年)

コミュニティ地区事業参加者総数

民生委員定数

50%

改善したもの

8

指数

かい離値

0.8

指数

満足度

順位

181.26

100%

99%

目標の達成状況

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

0%

達成したもの

50%

改善していないもの

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛福祉総務課・高齢介護課・市民協働推進課・都市計画課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 市民参加と協働の推進 ★ 単位 団体 15 102 127 143 150 169 160

施策(小項目） 協働 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 ★ 単位 団体 37 44 36 41 42 42 65

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位 件数 9 14 13 8 10 9 13

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位 団体 4 5 4 4 3 3 27

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

　市民・事業者・行政が共に連携し、協力し、補完し合いながら行動する協働の仕組みづくりに向けて、市民
や市職員が理解を深めていくとともに、市民活動団体などの活動環境・体制の充実を促進し、さまざまな活動
の実践を積み重ね、協働の分野を広げていきます。

毎年400万円上限と
して基金活用事業承
認数。（単年）

都市計画課

712 指標名

13,190

18,85466,96278,783

58,703

8,259

76,466

2,317

71,981

65,325

指標の説明（計算式）

市民協働推
進課
市民活動
支援セン
ター

ボランティアセンター登録グループ
数

市民活動支援センター登録団体数

福祉総務課

福祉総務課

社会福祉基金活用事業承認数

登録グループ数
(累計)

登録団体数
(累計)

5,664
指数

●　福祉や環境等、さまざまな分野で行政と市民活動団体などとの協働が始まっていますが、他分野において
も協働での取り組みを進めていく必要があります。

●　少子高齢化・情報化社会の進行に伴い、市民のニーズは多様化し、行政の均一的なサービスでは対応でき
ない局面も出てきました。このような背景のもとで、NPOなどの団体や、事業者・大学と行政がさまざまな形で
連携できる仕組みづくりが必要であり、協働によるまちづくりを積極的に推進していく必要があります。

6,656

●　協働のまちづくりを担う活力ある市民活動団体の育成が求められています。そのため、活動拠点の整備充
実や情報提供・人材育成など、市民の自主的な活動を支援する体制の整備が必要です。

指数

1事業30万円が上限。全体で400万
円が上限。
25年度は市広報への掲載時期を変
えたため減。

満足度

活動中の街（まち）づくり協議会数

かい離値期待度

順位 指数 順位

街（まち）づくり協
議会数（単年）

1.12 172.04 45

協議会には認定のものと非認
定のものがある。

29 0.92

65%

106%

11%

総合計画上の目標値は「150」
だが上方修正で「160」とし
た。

総合計画上の目標値は「42」
だが上方修正で「65」とし
た。

目標の達成状況

達成したもの

25%

改善したもの

25%

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

改善していないもの

50%

実績

69%

主な取組内容やコメントなど

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛青少年課・高齢介護課・市民協働推進課・指導課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 市民参加と協働の推進 単位 人 236 215 213 213 205 185 255

施策(小項目） 交流 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 単位 人 972 1,117 1,150 920 759 934 1,160

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位 人 9,795 10,434 9,510 6,918 7,376 4,341 10,000

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位 日 8,435 9,029 8,892 9,751 9,938 14,501 9,750

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

22,249
指数

19,238
期待度 かい離値

指数 順位 指数
20,183

●　子どもから高齢者までが参加できるイベントが多く開催されています。また学校等で児童生徒と高齢者の
交流が図られるなど、世代を超えた交流が進められています。

●　さまざまな地域の人々との交流が、特に青少年の育成に好影響を与えています。今後も継続的な交流が求
められています。

●　本市では、平成26年4月1日現在で、2,418人の外国人市民が暮らしています。中国などの近隣諸国をはじ
め、南米出身のニューカマーと呼ばれる人々も多く、国籍や民族等の異なる市民が互いの文化や習慣を理解し
合い、ともに暮らしていくことができる社会が求められています。 また、中学生を海外に派遣することで、国
際感覚を養い、国際社会に貢献できる人材の育成を図ります。

38

学校応援団員数

満足度

順位

指導課

24,534

会員数
(単年)

39,14725,653 33,746

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

学習支援、環境支援、安全支
援等（単年）

施設の開館日数による影響有
り

（単年）
ボランティアであり、任意登
録のため、年によって人数の
増減が生じる。

参加人数
(単年)

713

58,385

指標名 指標の説明（計算式）

指導課 学校応援団活動日数

市民協働推
進課

ＡＧＡ会員数

市民協働推
進課

「にほんご教室」参加人数

2.01 46 0.91 45 1.1

　地域への愛着や思いやりの心、地域文化の伝承など、さまざまな意義のある多世代間、地域間の交流を展開
するとともに、異文化の理解や国際社会に貢献する人材育成にもつながる国際交流・国際教育、さらには多文
化共生に向けた相談や講座・イベントなどの支援を進めていきます。

53,92950,18763,128

40,879

●　外国人市民のための「にほんご教室」や、あげおワールドフェアなどを行う市民活動団体を継続支援して
います。多くのイベントで交流することにより、相互理解を深めています。

●　市民生活を送るうえで重要なニュースを、英語・中国語など4ヶ国語に訳し、市ホームページで配信してい
ます。外国人市民による年金や税金・福祉等の生活上の相談が多岐にわたっており、今後も相談窓口の充実が
求められています。

25%

改善したもの

0%

主な取組内容やコメントなど実績

149%

43%

81%

73%
高齢化等により、会員の脱会
がある。今後、若年層の入会
を進める。

改善していないもの

75%

目標の達成状況

達成したもの

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛広報広聴課・総務課・ＩＴ推進課・市民協働推進課・議事調査課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 市民参加と協働の推進 ★ 市ホームページアクセス数 単位 件 598,344 622,490 544,211 513,343 505,837 466,544 702,000

施策(小項目） 情報共有 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 情報公開コーナー利用者数 - 単位 人 5,547 8,004 8,622 7,918 6,324 4,296 10,000

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

市メールマガジン全購読者数 単位 人 9,100 7,192 8,766 9,238 10,135 10,704 11,500

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 報道機関への情報提供数 単位 件 161 215 211 221 136 199 220

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 市議会ホームページアクセス件数 単位 件 20,971 115,369 76,762 70,751 82,614 130,941 80,000

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

158,498

245,541 295,149

138,540 131,367

220,123

143,729

200,022

88,75661,482 87,043 151,420

714

議会総務課
議事調査課

アクセス件数
（単年）

●　市民へ行政情報を発信するための主要媒体である広報誌について、誌面改定を行い充実を図っているとこ
ろです。また市ホームページを積極的に活用し、効果的な情報提供に努めています。新たな情報提供ツールと
して運用しているツイッター・フェイスブックについては、十分な運用がなされていない状況です。
今後はSNSの適正運用と報道機関への情報提供の充実が主な課題です。

単純集計値
（単年）

提供件数
（単年）

指数

　協働のまちづくりの前提となる市民・事業者と行政の情報の共有について、本市からは様々な媒体を使って
市の情報を積極的に発信するとともに、市民ニーズを多様な手段で的確に把握し、市民活動、協働によるまち
づくり活動の相互に活かす情報共有体制の確立を目指していきます。

●　市長へのはがきは、市民への対応を迅速化するとともに、回答集を公開しました。また、市民意識調査やI
ＳＯ9001の市民満足度アンケートの実施などを通じて、市民ニーズの把握に努めています。平成17年から開始
した上尾市市民コメント制度は、認知度が低いため余り活用されていないといった課題があります。市民の声
を吸い上げるためのさらなる広聴機能の強化が必要です。

●　イベント開催宣伝・参加支援、市民活動支援システムの構築を検討しています。今後は、情報ネットワー
クシステムをさらに発展させ、市民と行政の情報共有体制をつくることが必要です。

●　情報公開制度は、市民の知る権利を尊重し、行政の説明責任を定めた制度で、市政に対する市民の理解と
信頼を深め、市政への参画を促進するために必要な制度です。情報公開コーナーの利用者件数については減少
傾向ですが、情報公開請求（申出）については近年増加傾向にあります。適正な情報公開制度の運営はもちろ
んのこと、市民が公開請求という手段を用いるまでもなく、行政の情報に触れられる積極的な情報提供を行っ
ていくことが必要です。

ＩＴ推進課

1.09

トップページアクセス件数66%

164%

90%

24 38

アクセス件数
（単年）

期待度

2.19

広報広聴課

総務課

広報広聴課

主な取組内容やコメントなど

31 1.1

指数 順位

指標の説明（計算式） 実績

93%

43%

指標名

全購読者数
（単年）

順位

満足度 かい離値

指数

コーナー職員（業務委託）が
集計・報告

目標の達成状況

達成したもの

20%

改善したもの

40%

改善していないもの

40%
※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛秘書政策課・行政経営課・総務課・職員課・ＩＴ推進課・契約検査課・議会総務課・選挙管理委員会事務局・監査委員事務局 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 新たな行財政運営 ★ 単位 ％ － 2 7 10 15 62 80

施策(小項目） 行政運営 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 ★ 単位 市町村 8 9 9 11 11 12 10

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位 ％ 40 50 40 50 40 40 100

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位 件 2 3 4 5 21 15 50

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位 件 66 26 13 40 21 15 10

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

●　持続可能な行政システムの構築を目指し、第７次行政改革大綱・実施計画（H23～H27）を策定して行政改革に取組
みました。また、平成２８年度からの第８次行政改革大綱・実施計画を策定しました。

●　行政事務の合理化及び効率化を図るため、職員提案制度を活用して一層の事務の効率化を図っていく必要がありま
す。また、提案制度そのものの見直しも行い、公平性を担保するとともに職員が提案をしやすい環境づくりを進めてい
く必要があります。

●　地方分権が進展する中で、これに対応した体制づくりを図るため、今後も国の動向を注視していくとともに、近隣
市町との広域行政についても研究していく必要があります。

総務課

行政改革の目標値の達成率

行政経営課

文書管理適正化業務の実施率

改善提案件数
（累計）

ウィルス感染件
数（単年）

改善提案件数

●　総合計画の効果的・効率的な推進を図るため各施策の進捗状況を確認するとともに、今後の施策展開の方向性を示
すため施策評価を実施しています。

●　事業者との協働を図るため、民間委託や指定管理者制度の導入を推進しています。今後も引き続き、民間委託や指
定管理者制度の導入拡大、指定管理者の公募について、検討していく必要があります。

●　コスト削減を図るとともに機能的かつ効率的な市民サービス体制を構築するため、平成26年に25年ぶりとなる大規
模な組織再編を実施しましたが、今後も柔軟で効率的な組織づくりに努めていく必要があります。

●　人事評価制度を本格実施し、職場討議や面談を通じて、職員の意識改革を促進しています。今後さらに、人事評価
制度の改善や活用方法についての検討が必要です。併せて、大量退職に伴う行政サービスの低下を招かぬよう知識の伝
承とリーダーシップやマネジメント能力を備えた職員の育成が必要です。また、職員の健康と良好な職場環境を保つた
めにストレスチェックを実施し、病気やメンタル不調による長期休職者を出さないための対策を取るとともに、メンタ
ル不調者が出た際は、職場復帰プログラムを活かした復職支援を進めていきます。

●　文書管理の適正化を図り、情報公開請求に迅速に対応するため、行政文書のライフサイクルを一元的に管理する総
合文書管理システムを導入し、文書管理と決裁過程の電子化を検討しています。

1,326,929

期待度
774,754

548,529

986,161785,509

34

順位

1,263,868

541,420

1,342,401

715,339

2.14

指数

567,647

1,587,373

601,212

指標名 指標の説明（計算式）721

　厳しさを増す行政運営において、自主性、自律性を高めつつ最適で効率的な市民サービスの提供に向けて、
今後も変革を続けていきます。また、行政改革の流れを加速させ、事業の見直し・改善を図りつつ、さらには
民間活力も適切に活用し、事業の効率化や広域行政の推進に努めながら、政策立案能力や施策遂行力を高めて
いきます。

●　不正アクセス等による情報資産の破壊、窃取、改ざんや個人情報の漏えい、ウイルス感染などの脅威が増加してお
り、情報を適正に管理していくために、上尾市情報セキュリティポリシーを遵守していく必要があります。 ☞施策５)
へ

行政経営課

●　意思決定の迅速化や業務の効率性の向上、複雑多様化する行政需要に対応するため、所属を越えて情報共有するグ
ループウェアを導入しています。引き続きICT技術の利活用が必要です。

都市間連携の実績数(延べ)

ＩＴ推進課

危機管理防
災課・市民
協働推進課

ウィルス感染件数

主な取組内容やコメントなど

※第7次行政改革Ｈ23～。
5年間の達成項目のため多くが最終
年度に達成達成項目が算定され
る。Ｈ23に1項目、Ｈ24に2項
目,H25に4項目達成した。

実施項目①ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ維持管理②
文書倉庫管理③PDF有効活用④電子
文書化状況調査及び分析⑤文書管
理ｼｽﾃﾑ導入事業

平成23年度より市教育委員会
セキュリティポリシー施行
※下がるほうがよい指標

H27:川島町と避難場所相互利
用の協定締結。

実績

67%

30%

40%

120%

44

順位

満足度

指数

43

かい離値

1.17

指数

0.97

目標の達成状況

達成したもの

20%

改善したもの

40%

改善していないもの

40%

42項目

適正化への業務の実
施率（右記５項目を
評価。１項目につき
完遂であれば20％）

第7次行革実施計画
目標達成項目数/全
42項目×100　（累
計）

78%

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛行政経営課・財政課・市民税課・資産税課・納税課・施設課・総務課・職員課・保育課・高齢介護課・保険年金課・経営総務課・下水道施設課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 新たな行財政運営 ★ 単位 億円 879 854 854 851 837 831 860

施策(小項目） 財政運営 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 単位 ％ 11.3 34.9 55 73.9 83.6 85 85

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位 人 1,442 1,427 1,428 1,430 1,425 1,417 1,426

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位 率 94.3 95.8 95.5 95.1 95.0 94.2 98.0

施策の現況と課題 5 （単年） 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位 件 ー 11,244 16,503 16,929 18,426 18,918 16,000

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位 ％ 91.5 92.5 93.4 94.8 95.8 96.4 94.4

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

722

●　これまで市有財産の売却も含めた有効活用や、公用車のリース化及び管理強化等による財政支出の平準化
を図ってきましたが、さらなる収支改善努力が必要です。

7,794,106

●　現在、下水道事業は特別会計で執行されていますが、平成３１年度からの公営企業会計適用により、経営
成績や財政状況を明確化し、経営の健全性、計画性、透明性の向上を図ります。

貸付契約台数／全体
の台数

満足度

7,988,8458,013,949

7,138,163

790,608

7,997,020

7,206,412

●　地方分権改革に伴う経費負担増や少子高齢化に起因する義務的経費の増大など、厳しい財政状況が見込ま
れます。今後も財政規律ガイドラインに基づき一層予算配分の重点化・効率化を図り、広く市民に財政運営状
況を積極的に開示していく必要があります。平成２４年度版３か年実施計画以降は、予算書と総合計画の関連
性を示し市民に分かりやすい形式に改善しました。

　健全財政の維持が行政経営の基本であり、限られた財源を重点的・効率的に配分しながら投資効率の最大化
を目指します。また、税の収納率の向上や自主財源確保を含むあらゆる手段での歳入確保と、事業の見直しや
コスト管理、定員管理、公債費や特別会計への繰出金の適正管理などにより、収支の均衡を図ります。さらに
は、財政運営状況を市民に開示・公表していきます。

875,786 867,757

●　定員適正化計画に基づく取組みの結果、平成16年度から平成23年度までに職員数は約11％減となり、ほぼ
適正な職員数となっています。今後は民間事業者等との協働により、事業の委託化等を図ることで、さらなる
適正な人員配置を推進していくことが必要です。

●　公債費の償還や特別会計への繰出金が市の財政を圧迫しています。市債の発行に当たっては公債費の負担
や市債残高に留意し、適正管理に努めることが重要です。国民健康保険事業や下水道事業など特別会計への繰
出金についても、極力抑制するよう改革を進める必要があります。

677,790

7,121,088
かい離値

●　市税・保険税の公平・適正な賦課・徴収を図るため、税の収納対策として、納税者への電話による積極的
な呼び掛けや催告回数の増加や現行年度から滞納繰越となる案件の減少を図ることを目的として、差押を積極
的に行いました。
　一方、納税者の支払い機会方法の拡充を図るため、平成21年４月からコンビニエンスストアでの収納事業を
開始し、平成25年5月からはモバイルレジや口座振替の登録の軽減化など、より一層の納税者の利便性向上を図
り、納税環境の向上を図っています。

7,116,316
順位 指数 順位 指数

期待度

納税課 市税納税率

1.38 48

●　近年では、印刷物や市ホームページの広告収入など新たな自主財源の確保に努めてきました。今後も新た
な手法による自主財源を確保するとともに、受益者負担の公平性の観点からも使用料・手数料の見直しを進め
ていくことも必要です。平成２２年度からは自動販売機を貸付契約方式に移行するなどにより歳入増加を図っ
ています。

2.2 22 0.82 47

指数

指標名 指標の説明（計算式）

保育課 保育料口座振替率

高齢介護課 介護保険料コンビニ収納利用件数

財政課 市債残高

行政経営課 自動販売機の貸付契約割合

行政経営課 職員数
減少することが望ま
しい指標

主な取組内容やコメントなど

一般・下水・水道会計

行政財産の使用許可からの移
行

各年4月1日時点

納入義務者全員の口座振替を
目指す

 ※H27は、4月末日現在

103%

実績

目標の達成状況

達成したもの

83%

改善したもの

0%

118%

96%

101%

100%

102%

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

改善していないもの

17%

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛財政課・施設課・総務課・保育課・福祉総務課・市民協働推進課・環境政策課・建築安全課・議事調査課・教育総務課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 新たな行財政運営 ★ 単位 ％ 58.9 60.3 61.9 61.9 65.1 65.6 100

施策(小項目） 公共施設 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 単位 ％ 0 0 50.0 60.0 80.0 100 100

3 119棟
年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

(H27.4.1)
単位 棟 81 93 106 116 119 119 119

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。

587,424

1,046,059 685,968

868,532 1,036,744

94,140

1,130,884767,413

179,989177,527

723

教育総務課

建築安全課
施設課

●　本市の公共施設は、昭和40年代の急激な人口増・都市規模拡大の中で集中的に整備されたものが多く、老
朽化も進んでいますが、これまで十分に改修などが進んでいません。今後はさらに施設の老朽化が進み、一斉
に更新時期を迎えるため総合的かつ計画的な施設の改修や建て替え等が必要です。また、そのための財源とし
て、公共施設整備基金を計画的に管理する必要があります。

施設課

●　市民ニーズや時代の要請により新たに公共施設の整備が必要となる場合も、財政状況や利用需要を十分考
慮するとともに総量の最適化も見据えながら検討する必要があります。

●　既存の公共施設については、厳しい財政状況や今後深刻化する人口減少、さらには社会動向の変化に対応
した施設の必要性などを長期的な視野をもって検証しながら、有効活用や統廃合を含めた最適な配置を実現す
る必要があります。

●　本市の公共施設は、多くの市民に利用されており、震災時には避難拠点としての機能も求められておりま
す。これら施設の耐震化は、市民や職員、さらには行政機能自体の安心・安全を目的としているため、平成19
年度策定の「上尾市建築物耐震改修促進計画」に基づき、優先的に取り組んでいます。今後は、平成26年度に
作成した「上尾市公共施設等総合管理計画」等に則した老朽化等の改修に取り組む必要があります。

●　財政的な制約の中、補助金・交付金などを有効に活用しながら、市内の小・中学校を優先して耐震化工事
に取り組んでおり、学校施設はH27年度に完成した上尾中学校の改築事業をもって耐震化工事は完了しました。

　老朽化が進行している公共施設の維持管理について、総合的なマネジメントシステムを構築し、修繕や更
新、耐震化等の対応を計画的・効率的に行っていきます。その中では、市民の理解を得ながら施設の統廃合や
配置の適正化、必要な公共施設整備なども検討していきます。

●施設の基本情報をデータベース化し、市有財産の有効活用や改修や建て替えなどを総合的、効率的かつ計画
的に行える管理システムを構築することや、既存の公共施設の長寿命化への工夫も必要です。

かい離値満足度

2.27 14 291.22

563,516

122,452

指数 順位

24 1.05

指標の説明（計算式）指標名

資産台帳整備まで…
50%
基本計画策定まで…
100%

公共施設再配置計画の構築

小中学校の耐震化棟数

市有建築物の耐震化率

耐震化率(学校以外)
耐震性能がある施設／
対象数（単年）

64
(H28.3.31)

小学校71棟＋中
学校48棟
（累計）

順位

期待度

指数指数

主な取組内容やコメントなど

市で所有管理する200㎡以上の建築
物を対象。上尾市市有建築物耐震
化年次計画に基づき計画的に実施
されるよう担当課と調整

第7次行革実施計画項目
H25公共施設白書作成+10%
H26公共施設等総合管理計画策定
+20% H27個別施設管理基本計画・
実施計画の策定+20％

平成27年度、上尾中改築事業完
了に伴い119棟となり、耐震補強
工事及び同時に行ったトイレ改修
工事が完了した。

66%

実績

目標の達成状況

達成したもの

67%

改善したもの

33%

100%

100%

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

改善していないもの

0%

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 



平成２８年度　第５次上尾市総合計画　施策マネジメントシート

１．基本情報 ☛行政経営課・市民税課・資産税課・施設課・ＩＴ推進課・契約検査課・市民課・市民協働推進課 ３．目標指標の達成状況 ★冊子掲載指標

施策番号(大-中-小） 課名 対象数 目標値 達成率

まちづくりの基本方向（大項目） 市民との協働と新たな行政運営 1 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

政策（中項目） 新たな行財政運営 ★ 単位 ％ 94.6 95.2 95.4 95.7 95.7 96.1 94.0

施策(小項目） 市民サービス 2 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

基本方針 ★ 単位 ％ ー 36 100 100 100 100 100

3 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

単位 件 3,824 3,551 3,376 3,530 3,302 3,201 3,640

4 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

２．施策の状況（平成２８年３月３１日現在の状況を記入） 　 単位 件 128,400 115,900 70,520 105,918 104,407 106,360 105,000

施策の現況と課題 5 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位 申告件数 4,025 5,459 6,824 9,015 10,869 13,004 9,870

6 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

7 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

8 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

9 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

10 年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H27

　 単位

４．今後の方針

今後の取組の方向性

法制度の変更など

※参考 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 ５．市民満足度アンケート（平成２５年度実施）
この施策に係る

当初予算の事業費(千円) 順位

この施策に係る

当初予算の人件費(千円)

合計（千円） ※かい離値は、期待度－満足度を表します。994,961

706,190

1,117,7091,034,118

697,361 581,809703,658

1,011,896

330,460

●　ISO9001の理念に基づき、特に市民が利用する機会の多い市民生活部、子ども未来部及び健康福祉部におい
てサービスの質の確保や業務改善に取り組んでおり、その他の部署でも、ISO9001のノウハウを活用し全庁的に
業務改善に努めています。

430,087

●　平成15年から住基カードの制度が始まり、電子申告の利用とともに少しずつ交付件数が伸びていますが、
その他の電子申請については、申請から交付に至るまでの手続きが煩雑なため、普及には至っていません。

297,600

●　市民サービスの向上や行政事務の効率化を図るうえで情報技術は必要不可欠なものとなっており、電子自
治体としての進展が期待されています。電子申請のほか、電子入札、公共施設予約システム、地図情報の充実など、市
民・事業者にとって便利で使い勝手の良いサービスを提供する必要があり、情報格差の解消にも、取り組む必要がありま
す。

411,519

●　社会の複雑化、多様化とともに、地域の人間関係が希薄になってきています。独居世帯も増加する中で、
市民が気軽に相談できる窓口の充実が求められています。

●市民生活部、子ども未来部及び健康福祉部、出納室の窓口については、土曜日にも開庁するなど、ライフス
タイルの多様化に合わせた市民サービスを展開しています。今後もニーズを的確に把握しながら、より一層効
果的・効率的なサービスの向上が求められています。

指標の説明（計算式）

ＩＴ推進課 施設予約システム抽選予約申込件数

市民税課

市民満足度の割合(回答者の平均)

契約検査課 電子入札率(建設工事)

行政経営課

市民協働推
進課

特別相談・一般相談の相談件数

本庁舎１F・２Fの市
民満足度の平均

（単年）

（単年）

（累計）

724

　窓口などを介した市民サービスは、市民と行政の信頼の接点であり、常に市民の立場に立ち、個人情報の適
正な取り扱いを前提に、各種システムの構築等により必要なサービスを提供し、相談窓口体制の充実も含め、
市民満足度の向上を目指します。

1.15

満足度 かい離値

電子申告（eLTAXの普及）

43

期待度

2.23 17

指数順位

1.08 33

順位指数 指数

指標名 主な取組内容やコメントなど

現況水準を維持する

平成23年11月より電子入札を
実施

平成23年3月より現行システム
スタート

全体数約33,900事業所
法人市民税（約4,400事所）
個人住民税（約29,500事業所）

102%

目標の達成状況

達成したもの

100%

改善したもの

0%

実績

132%

101%

114%

100%

※端数処理の関係上、合計が１００％にならない場合があります。

改善していないもの

0%

 前期基本計画最終年のため記載はせず、別途、 

 後期基本計画に合わせた様式によって今後の方針を示すこととします。 


